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は じ め に

　日本社会は今，深刻な少子化に直面してい
る。厚生労働省（2022）の発表によると，国内
出生数の年次推移は1949年の269万6,638人を
ピークに，1975年以降は減少と増加を繰り返
しながら減少傾向が続き，2022年の出生数は
77万747人と過去最低を記録している。特に出
生数が初めて100万人を割り込んだ2016年以降
の数値の下がり方は大きく，仮にこのトレンド
が続けば，2060年付近で50万人未満になると
いう研究予想もある。また，15～ 49歳までの
女性の年齢別出生率の合計を示す合計特殊出生
率も2016年以降は減少傾向が続いており，
2022年には過去最低の1.26を記録している。
　この少子化の原因としては様々な要因が考え
られるが，その中でも主たるものとして，未婚
化と晩婚化の進行，夫婦による出生力の低下等
が挙げられる。その中でも未婚化の影響は顕著
で，国立社会保障・人口問題研究所（2021）に
よると，日本の非嫡出子は2.38％で諸外国と比
べ低水準のため，日本の場合は未婚化が少子化
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の根本的な原因の一つであることが示唆される。
中村（2011）によると「日本では男女が結婚し
た後に子どもが生まれる場合が大半となってい
る」ため，未婚者が増加すると，それが即ち子
どもの出生数に影響を与えるからに他ならない。
　一方で，同調査によると，いずれは結婚しよ
うと考える未婚者の割合は，18～ 34歳の男性
では81.4％，同女性では84.3％で，依然として
高い水準にある。この「いずれ結婚したい未婚
者」が結婚できないことが，少子化における大
きな課題であると言える。この未婚化の進行を
食い止めるべく，官民で様々な取り組みが実施
されており，結婚相談所の運営や婚活パー
ティーの実施，オンラインのマッチングサービ
スなど，多様な婚活サービスが提供されてい
る。このような婚活環境の整備が着々と進でい
るにも拘らず，また，いずれ結婚しようと考え
ている独身者が8割強いるにも拘らず，未婚化
が進み，結婚しない成人男女が増えているのは
なぜか。
　内閣府子ども・子育て本部（2021）の少子化
社会に関する国際意識調査報告書では，「異性
とうまく付き合えないから」と回答した人が日
本では3.6％で，スウェーデン1.7％，フランス
1.1％，ドイツ0.3％と諸外国と比べて日本が高
いのが特徴となっている。このことから，結婚
を希望しながら成婚に至らない成人男女は他者
と親密な関係を築くことに困難を感じているこ
とが推察できる。
　Kernberg（1976）によると，「対象関係の形
成には早期の人間関係，すなわち幼少期の養育
者との関係性が深く関与している」と考えられ
ている。したがって，この研究では，個人が対
象関係を築いていくにあたって，人生早期の人
間関係として重要な影響があると考えられる母
子関係に焦点を当て，その関連性を検討した
い。また，人の望ましいとされる特徴と高い自
尊感情が結びついているという結果が報告され
ており，無藤ら（2004）によると，「自尊感情
が高い場合には，ストレスが低く情緒的に安定
し，困難に直面してもあきらめず積極的に対処

しようとし，達成へ強い動機付けをもち，人に
対する緊張が低く周囲の人々から好意的に評価
される」という。
　これらのことから，結婚を希望しながら成婚
に至らない成人女性は幼少期の母子関係が良好
でなく，そのことから自尊心と他者との関係に
影響が与えているのではないか。つまり，幼少
期の母子関係がが子ども本人の自尊心と他者と
の関係に影響を与え，結婚できないということ
に影響を及ぼしているのではないだろうか。

第I章　研究史

第1節　少子化と婚活
　少子化には様々な要因があるが，大きく分け
ると「経済的要因」「文化的要因」「生活環境要
因」「政治的要因」の4つの要因が考えられる。
1つ目の経済的要因としては，長引く経済停滞
や非正規雇用の増加，若年層の低賃金などが結
婚や出産に対する不安を生む「経済的不安定性」
や，子どもの教育費用の増加が親にとっての負
担となる「教育コストの増加」，女性が職業生
活において重要な役割を果たすようになった結
果，結婚や出産を遅らせる要因となる「女性の
キャリア進出」等の諸項目が考えられる。2つ
目の文化的要因としては，個人主義の台頭や多
様なライフスタイルの受容による結婚や子育て
への「価値観の変化」の存在や，結婚年齢の上
昇が出生率に影響を及ぼす「晩婚化の進行」，
結婚をしない又は結婚を遅らせる人々が増える
という「未婚化の進行」等の諸項目が考えられ
る。3つ目の生活環境要因としては，都市化に
より住居コストの高騰と子育てに適した環境の
確保が難しいという「住居環境の変化」や，個
人の趣味や自由を重視する傾向が結婚や子育て
よりも優先される等の「ライフスタイルの多様
化」等の諸項目が考えられる。4つ目の政治的
要因としては，保育所の不足や育児休暇制度の
不十分さなど「子育て支援策の不足」等の諸項
目が考えられる。
　国立社会保障・人口問題研究所（2021）によ
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ると，日本の非嫡出子は2.38％で諸外国と比べ
低水準のため，日本の場合は，少子化に対する
未婚化の影響が大きいと言える。日本では男女
が結婚した後に子どもが生まれる場合が大半と
なっており，未婚者が増加すると，それが即ち
子どもの出生数に影響を与えるからに他ならな
い。また，1970年に91万4,870件であった初婚
同士の婚姻数は2020年に38万6,883人と約6割
も大きく減少した。それに比例して，1970年
に193万4,293人だった出生数は2021年には81
万1,604人となり，同じく約6割減少している。
株式会社エウレカ（2022）によると「出生数と
初婚同士婚姻数の1970年から2020年の50年間
の時系列データ間の相関係数は0.93」と強相関
があり，このことから未婚化が少子化の真因で
あることが分かる。
　次に，未婚化の現状を見ると総務省統計局の
就業構造基本調査（2022）では，1980年代後
半から未婚率が上昇傾向となり，2020年には
25～ 34歳の未婚率は男性63.8％，女性51.8％
となっている。さらに国立社会保障・人口問題
研究所（2021）による50歳時の未婚割合であ
る生涯未婚率を確認すると，1970年において
は男性1.7％，女性3.3％だったのに対し，その
後男性は一貫して上昇しており，女性も1990
年まで横ばいだったがそれ以降は上昇を続け
て，2020年には男性28.3％，女性17.8％となっ
ている。つまり，国民の全てが結婚をするとい
う「皆婚社会」が，いまや崩れつつあるという
状況に至っているといえる。厚生労働白書
（2015）では，生涯未婚率は2035年に男性が
29.0％，女性が19.2％まで上昇すると予測され
ていたが，実際には2020年時点でその数字を
超えそうな状況となっていることから，政府が
予想する以上に早いスピードで生涯未婚率が上
昇していることが明らかになった。一方で国立
社会保障・人口問題研究所（2021）によると，
いずれは結婚しようと考える未婚者の割合は，
18～ 34歳の男性では81.4％，同女性では84.3％
で，依然として高い水準にある。この「いずれ
結婚したい未婚者」が結婚できないことが，少

子化における大きな課題であると言える。
　結婚相手を見つけて結婚するための主体的な
活動は，山田（2008）によって「婚活」という
言葉と概念で定義され，現在に至るまで広く周
知されてきた。これにより，「結婚したくても
できない未婚者」の存在が可視化されることに
なり，それに付随する形で，未婚者を対象とす
る婚活サービスが官民問わず様々な企業・団体
等から提供されるようになった。株式会社リク
ルート（2023）による婚活実態調査2023では，
民間企業における主な婚活サービスを「結婚相
談所」，「ネット系婚活サービス」，「婚活パー
ティー・イベント」と3種類に分類した上で，
それぞれの利用状況等の調査結果を公表してい
る。1つ目の結婚相談所とは，結婚を希望する
独身者に対して，プロフィールや好みに基づい
て，適切なパートナー候補を紹介する会員制
サービスである。専門のカウンセラー等が会員
の相談に応じ，パートナー探しのアドバイスや
恋愛に関するカウンセリング，マッチングやお
見合い支援等のサポートを行うケースが多い。
2つ目のネット系婚活サービスとは，インター
ネットを利用して，結婚を希望する独身者に
パートナー探しの機会を提供するサービスであ
る。Webブラウザを通じて利用するタイプの
サービスもあれば，スマートフォンアプリをダ
ウンロードして利用するタイプのサービスもあ
り，後者はいわゆる「マッチングアプリ」とし
て広く認知されている。3つ目の婚活パー
ティー・イベントとは，結婚を希望する独身者
が集まり，新しい人々と出会い，将来のパート
ナーを探すためのイベント実施およびプラット
フォームサービスのことを指す。この婚活実態
調査2023によると，2022年の婚姻者のうち婚
活サービスを利用していた人は32.7％で，これ
ら婚活サービス利用者のうち，婚活サービスを
通じて結婚した人の割合は47.0％となってい
る。つまり，婚活サービスを利用していた人の
約半数が結婚に至っていたことになる。また同
調査において2022年における広義の婚活を通
して結婚した人を母集団とした際に，利用サー
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ビス，活動ごとで結婚相手との出会いは，婚活
サイトが44.0％で最も多く，結婚相談所が
38.5％，知人紹介が23.4％，SNSで興味のある
コミュニティに参加が17.9％，趣味や習い事の
場が16.7％，婚活パーティ・イベントが16.4％
の順で続く。
　さらに，周囲に婚活サービスの利用経験者や
利用により恋人または結婚ができた人がいる人
は，いない人に比べて自身でも婚活サービスを
利用したことがある割合が高いことも，同調査
によって明らかになっている。周囲に婚活サー
ビスで結婚できた人が「いない人」の自身の婚
活サービス利用経験割合が6.4％であるのに対
して，周囲に婚活サービスで「結婚できた人が
いる人」の自身の婚活サービス利用経験割合は
24.3％となっており，利用経験者の出現率は約
3.8倍ある状況である。加えて，このような婚
活サービスは民間企業のみならず，地方自治体
によっても提供されている。詳細は自治体の単
位や規模，予算配分等によって異なるが，いわ
ゆる「官製婚活」サービスとして，都道府県レ
イヤーにおける取り組みの分類としては，大き
く「結婚支援ポータルサイトの運営」，「結婚相
談支援」，「独自コンテンツの企画・運営」と3
つに分けることができる。1つ目の結婚支援
ポータルサイトの運営内容としては，各市区町
村で企画される関連イベントやセミナーの紹
介，婚活やライフデザイン啓蒙のための情報発
信，成婚者の事例報告イベント等事業者の紹介
等が挙げられる。2つ目の結婚相談支援の運営
内容としては，独身男女に対する個別相談や，
独身男女のマッチング支援，コーディネー
ター・相談員・アドバイザーといった各地域に
存在する結婚支援者の管理と育成，結婚支援協
力企業や応援団体の管理，企業間婚活の推進等
が挙げられる。3つ目の独自コンテンツの企画・
運営の運営内容としては，独身男女向けの関連
イベントやセミナーの企画・運営，各結婚支援
者向けの研修やセミナーの企画・運営，結婚や
ライフデザインに関する小冊子やパンフレッ
ト・リーフレット制作，ご当地婚姻届のダウン

ロード提供等が挙げられる。近年においては，
官民連携した取り組みも盛んになっており，大
手結婚相談所サービス提供企業による各種官製
婚活サービスの運営委託や，マッチングアプリ
事業者との連携事業も増加している。このよう
に，独身者に対する婚活サービスの提供は，官
民問わず年々盛んになってきている。
　このような婚活環境の整備が着々と進でいる
にも拘らず，また，いずれ結婚しようと考えて
いる独身者が8割強いるにも拘らず，未婚化が
進み，結婚しない成人男女が増えているのはな
ぜか。国立社会保障・人口問題研究所（2021）
によると，独身でいる理由として「適当な相手
とまだ巡り会わないから」を男性43.3％，女性
48.1％と男女共に最も多く選択している。この
適当な相手と巡り会えない問題に関する調査と
しては，株式会社エウレカ（2022）が主な未婚
化の要因として「活動の積極性の差」，「相手の
考えへの思い込み」，「結婚希望年齢と実態の乖
離」の3つの要点をあげている。また内閣府子
ども・子育て本部（2021）の少子化社会に関す
る国際意識調査報告書では，「異性とうまく付
き合えないから」と回答した人が日本では3.6％
で，スウェーデン1.7％，フランス1.1％，ドイ
ツ0.3％と諸外国と比べて日本が高いのが特徴
となっている。このことから，結婚を希望しな
がら成婚に至らない成人男女は他者と親密な関
係を築くことに困難を感じていることが推察で
きる。
　Kernberg（1976）によると，「対象関係の形
成には早期の人間関係，すなわち幼少期の養育
者との関係性が深く関与している」と考えられ
ている。したがって，この研究では，個人が対
象関係を築いていくにあたって，人生早期の人
間関係として重要な影響があると考えられる母
子関係に焦点を当て，その関連性を検討した
い。また，人の望ましいとされる特徴と高い自
尊感情が結びついているという結果が報告され
ており，無藤ら（2004）によると，「自尊感情
が高い場合には，ストレスが低く情緒的に安定
し，困難に直面してもあきらめず積極的に対処
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しようとし，達成へ強い動機付けをもち，人に
対する緊張が低く周囲の人々から好意的に評価
される」という。
　これらのことから，結婚を希望しながら成婚
に至らない成人女性は幼少期の母子関係が良好
でなく，そのことから自尊心と他者との関係に
影響が与えているのではないか。つまり，幼少
期の母子関係がが子ども本人の自尊心と他者と
の関係に影響を与え，結婚できないということ
に影響を及ぼしているのではないだろうか。

第2節　幼少期の母子関係
　Bowlby（1969, 1973, 1980）の提唱した愛着
理論とは，乳児が母親など，ある特定の養育者
との近接を求めるという形で，危機やそれに伴
うネガティブな情動を軽減したり，未然に回避
したりするという動物行動学的な視点を基礎と
し，養育者と乳児との相互作用の観察研究を通
して導き出されたものである。この動物行動学
的な視点とは，ヒトの発達早期に形成される緊
密な関係性のメカニズムが生物における生得的
な刷り込みを背景としていることに着目し，ヒ
トの子どもにも生物と同様，生得的プログラム
として母親などある特定の養育者に近接的な関
係性を希求する神経ステムが刷り込まれるとい
ると解釈するものである。Bowlby（1969, 1973, 
1980）は乳児のこの本能的行動を愛着行動と呼
び，乳児がある特定の養育者との間に形成する
情緒的な絆を愛着と呼んだ。金政（2003）によ
ると，乳児とある特定の養育者の愛着には，以
下に示すような4つの定義的特徴を有すると考
えられている：1．近接性の模索（近接性を探
し，維持しようとする傾向），2．安全な避難所
（主観的または現実的な危険に直面した場合に
安心を得ようとする傾向），3．分離苦悩（分離
に対して抵抗し，苦悩する傾向），4．安全基地
（セキュアー・ベース；安心感を提供する愛着
対象の存在によって，非愛着的活動，例えば，探
索行動などが活発になる傾向）。Bowlby（1969, 
1973, 1980）は，愛着理論を揺り籠から墓場ま
での生涯発達理論とし，愛着の継続性を提唱し

た。つまり，愛着は個人の早期経験を超えて，
個体が自律性を獲得した後も生涯を通して継続
的に重要な役割を果たすと仮定した。
　Bowlby（1969, 1973, 1980）は，このような生
得的な愛着システムの機能的特徴を言及するだ
けに留まらず，その後の養育環境や関係によっ
て形成される愛着の個人差についても重要な示
唆を与えている。Bowlby（1969, 1973, 1980）は，
幼児は母親などある特定の養育者との継続的で
具体的な相互作用を通して，内的作業モデルを
（Internal Working Models: IWM）を形成し，発
達させていくとした。幼児は，「養育者が自分
を受容してくれるのかどうか，自分の要求に応
答してくれるのかどうか」といった愛着対象へ
の期待と共に，「自分は保護や注意を払っても
らえるだけの価値があるのかどうか，自分は愛
され，助けられるに値するのかどうか」といっ
た自身についての主観的な信念，表象を形成さ
せていく。つまり，幼児は母親などある特定の
養育者との二者関係を基盤として，自己や他者
とどのような心的関わりを持ち，その関わりの
中でさらに自己と他者をどのように見出すの
か，といった自己や他者及び世界観の形成して
いくのである。愛着スタイルの個人差は，愛着
関係における自身の心理的表象の違いであり，
思考や行動だけでなく，注意や記憶，認知を方
向付けるような各愛着スタイル特有の対人関係
への IWMを持ち得ると考えられる。この愛着
スタイルの個人差は，上述した個人内表象とし
ての IWMを介在要因として，青年期や成人期
の個人の様々な特性や対人関係，社会的側面に
まで影響を与えると考えられている。そのた
め，関係性の形成に関する根本的問題を考えよ
うとするとき，母子関係と想定することができ
る。IWMの実証的研究はAinsworthら（1978）
によって発展し，その後の対人関係に影響を与
えるという結果が多く示されてきた。
　幼児と母親など特定の養育者の愛着を自然場面
での観察という手法から，実験的な観察テクニッ
クを用いて研究したのがAinsworth et al.（1978）
である。Ainsworth et al.（1978）は，ストレン
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ジ・シチュエーション法（Strange Situation 

Procedure; SSP）を考案した。SSPとは，実験
室にて乳児を見知らぬ人と対面させたり，養育
者と分離させたりすることでマイルドなストレ
スを与え，そこでの乳児の反応を組織的に観察
しようとする実験的方法のことである。
Ainsworth et al.（1978）は相対的にストレスフ
ルな状況下で，乳児が母親など特定の養育者，
つまり愛着対象に対してどのような愛着行動を
向け，またその対象をいかに安全基地として利
用し得るかということにより，乳児の愛着行動
の個人差を測定した。その結果，乳児の愛着行
動の質は大きく3つ，つまり3つの愛着スタイ
ルがあることを示した。それら3つの愛着スタ
イルはA タイプ（回避型），B タイプ（安定型），
C タイプ（抵抗／アンビヴァレント型）と名付
けられた。Ainsworth et al.（1978）の研究によ
る各タイプの比率構成は，A タイプが21％，B 

タイプが67％，C タイプが12％というもので
あった。後に，Main & Solomon（1989）はこ
れら3タイプに加え，D タイプとして無秩序型
を追加した。
　このAinsworth et al.（1978）の3つの愛着ス
タイルを参考に，Hazan & Shaver（1987）が青
年期の恋愛関係と愛着スタイルに着目し，両者
の関連について検討した。彼らは青年期の恋人
との情緒的な絆の形成過程を幼児が母親などあ
る特定の養育者を対象として情緒的な絆を形成
していく過程とが類似すると考えた。具体的に
は幼児が養育者に対するのと同様に，恋人が自
分を受容してくれるのかどうか，自分の要求に
応答してくれるのかどうかといった愛着対象へ
の期待と共に，恋人への信頼感もしくは不信感
などを含んだ絆が形成されていくというもので
ある。そこで，Ainsworth et al.（1978）3つの愛
着スタイルを参考に，安定型，アンビバレント
型，回避型という成年期の恋愛関係における3
つの愛着タイプを表す記述を作成し，両者の関
連について検討した。その結果，幼少期の好ま
しい親子関係を回想した個人は現在の恋愛関係
が安定型に多く，これまでの恋愛経験におい

て，より幸せで，相手に対して信頼や友情を感
じやすい傾向があること，好ましくない親子関
係を連想した個人は現在の恋愛関係がその他の
不安定型（アンビバレント型・回避型）に多く，
その中でもアンビバレント型は相手への信頼感
が低く，嫉妬を感じやすいことことが示され
た。これらの結果から，乳幼児期のある特定の
養育者との愛着スタイルと現在の恋愛関係にお
ける愛着スタイルが一致する傾向が明らかにな
り，幼少期の愛着スタイルが，成人の恋愛関係
に適用可能であることが示された。国内では詫
摩・戸田（1988）がHazan & Shaver（1987）の
記述を参考に，恋愛関係における複数項目の成
人版愛着尺度を作成し，同様のに3因子を提出
した。
　このようにBowlby（1969, 1973, 1980）の提
唱した愛着理論は IWEが注目されたこともあ
り，乳幼児だけでなく，青年期や成人期において
も研究が展開されるようになった。Bartholomew

（1990）は，Bowlby（1969, 1973, 1980）の主張
する「自己についての IWM」と「他者について
の IWM」，この2つのモデルをポジティブな状態
とネガティブな状態に二極化し，各状態の組み
合わせから安定型，愛着軽視型，拒絶不安型，
とらわれ型の4つの愛着スタイルを提出した。国
内では青柳・酒井（1997）がBartholomew（1990）
の作成した4つの愛着スタイルを質問形式の尺
度に改めたものを日本語に翻訳し，現在の青年
期の愛着スタイルと幼少期の愛着スタイルとの
関係について検討した。その結果，青年期の愛
着スタイルの安定群は幼少期から対人関係にお
いて信頼する傾向があり，幼少期から青年期へ
の発達の連続性がうかがえた。一方，相手を回
避する傾向は拒絶不安群だけでなく，愛着軽視
群にも存在した。この2つの群の違いは，拒絶
不安群は自己に対しても否定的であるのに対
し，愛着軽視群は自己に対しては肯定的である
ことが関係している。自己に対して肯定的なの
は，幼少期の母親との安定した関係が影響して
いると考えると，愛着軽視型は幼少期は安定型
であったが，成長するにつれ，他者との否定的
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な関係により他者を受け入れられなくなったと
考えることが可能である。またとらわれ型は幼
少期にはアンビバレント傾向があることが分
かった。対人関係においては，相手へのかどの
依存が幼少期のアンビバレント型と青年期のと
らわれ型に共通しており，幼少期から青年期へ
の発達の連続性がうかがえた。また，酒井
（2001）は「自己についての IWM」と「他者に
ついての IWM」の2因子構造による内的作業モ
デル尺度を作成した。そして，その内的作業モ
デル尺度と幼少期の母子関係に関する項目を用
いて，大学1年生を対象に青年期の愛着スタイ
ルと幼少期の母子関係に関連が見られるのかど
うかを検討した。現在の親密な他者を母親，恋
人，友人の3対象いずれかの回答が全体の90％
を占めたため，この3対象を青年期の愛着対象
として検討した。幼少期の母子関係に関する項
目に関しては3因子を抽出，それぞれ，「就学
前の安定的な母子関係」，「就学前の拒否的な母
子関係」，「就学前のアンビバレントな母子関
係」因子と命名した。本研究での母親，恋人，
友人3つの青年期の愛着関係は共通して，就学
前の母子関係が安定していると，現在の愛着関
係における自己信頼感や，相手への信頼感が強
められる傾向があった。しかし，友人関係を青
年期の愛着対象とした群に関しては低く幼少期
の母子関係が与える影響は，母親や恋人と比較
して弱い傾向を示している。一方で，青年期の
愛着関係を母親や恋人を選択した群は比較的高
く，さらに，就学前の母子関係がアンビバレン
トであると愛着関係での自己信頼感が低くなる
という特徴も類似していた。青年期の母親と恋
人への愛着スタイルは就学前の母子関係から類
似した形で影響を受けていると考えられる。こ
れらの結果から，青年期の愛着対象として友人
を選択した群と恋人を選んだ群とでは，就学前
の母子関係から受ける影響に違いがあり，後者
の方がより強い関連があることが示峻された。

第3節　対象関係
　上述してきたとおり，幼少期の母子関係にお

ける愛着スタイルは現在の恋人など親しい対象
との愛着スタイルに影響を及ぼすことが明らか
になった。この幼少期の母子関係における愛着
スタイルは成人女性の対人関係にどのような影
響を及ぼすのだろうか。内閣府子ども・子育て
本部（2021）の少子化社会に関する国際意識調
査報告書令和では，現在恋人がいないのは「異
性とうまく付き合えないから」と回答した人が
3.6％で，スウェーデン1.7％，フランス1.1％，
ドイツ0.3％と諸外国と比べて日本が高いのが
特徴であった。井梅（2006）は「対人関係に問
題を抱える人は，幼少時は親，青年期は友人・
恋人，成人期には配偶者など，発達段階ごとに
“重要他者”は入れ替わるものの，同じパター
ンの対人的問題をくり返すことが多い」と述べ
ている。このことから，結婚を希望しながら成
婚に至らない成人女性は，婚活場面において，
相手は変わってもしばしば同じパターンで親密
な対人関係を築くことに困難を感じたり，葛藤
を抱えたりしてしまい，成婚に至らないパター
ンを繰り返していることが推察できる。
　対人関係は精神分析的観点からは，対象関係
という概念で扱われている。藤山（2002）は，
対象関係とは自己と他者との関係性に関する概
念であり，「対人場面における個人の態度や行
動を規定する，精神内界における自己と対象
（他者）との関係性の表象」と定義し，Kernberg

（1976）は「対象関係の形成には幼少期の養育
者との関係性が深く関与している」と考えてい
る。つまり，我々が内面に持っている自己と対
象（他者）に関する表象は，幼少期の母親など
特定の対象者との関係性を通して形成され，自
己と対象（他者）との関係性についての表象（対
象関係）として個人の内に定着する。そして，
形成された対象表象は，幼少期の養育者との関
係だけではなく，その後の人間関係において修
正され，より適応的なものへと成熟していき
（井梅ら，2011），内界の自己と対象の関係が投
影されて現実世界での対人関係は内的世界にお
ける対象との関係，すなわち対象関係が投影さ
れて形づけられ（松木，1996）と考えられてい
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る。このように対象関係論と上述した IWMの
考えは，内的表象を扱う点や，早期母子関係に
まつわる内的表象を重視する点において共通点
が多い。
　心理臨床の現場では，対象関係の評価に質問紙
尺度によるアプローチは，実証的な裏付けがある
BORI（Bell Object Relations Inventory; Bell, 

Billington & Becker, 1986）以外ほとんど見当た
らない。BORIは全45項目の孤立，不安定な愛
着，自己中心性，対人的能力不足の4下位尺度
から構成されている。日本では井梅（2001）が，
BORIの4下位尺度を予備調査で日本人に行っ
たが，同様の因子構造が得られなかった。その
ため，井梅は対象関係に問題が多いとされる人
格障害者についての日本の臨床知見を元に，質
問項目を新たに作成した。これらの因子分析の
結果，「回避性」，「自他の境界の未分化」，「自
己中心性」，「関係性維持の困難」，「見捨てられ
不安」の5つの下位尺度が得られたが，これら
の下位尺度は尺度間相関が高く，プロマックス
回転では複数因子に高い負荷を持つ項目が少な
からず出現した。そこで井梅他（2006）は井梅
（2001）の5尺度を再検討し，個人の対象関係
のあり様を質問紙を用いて評価することを目指
して，単純構造といえる因子からなる質問紙尺
度を作成した。その際，対象関係の測定領域を
以下の5つに設定し，尺度名を新たに命名し
た。①親和不全：対人的なやりとりにおいて，
自ら壁を作り，緊張して打ち解けられないま
た，深くつきあうことに恐れがある。②不安定
で希薄な対人関係：他者に対する評価が安定せ
ず，相互理解やサポートの授受なぢ実質的な中
身を伴う対人交流ができない。③自己中心性：
自分が優れているという独善的な思いがあり，
自分のために他者が動いてくれることを当然と
考える。また自分の欲求を実現するために他者
を操作的に利用しようとする。④一体性の過剰
希求：他者との心理的距離が過度に近く，自分
の要求や行動が相手と100％共有されるはずだ
と思い，そのような相手を求める。⑤見捨てら
れ不安：親しい人から拒絶され，取り残される

ことに対する恐れが強く，相手の反応に過敏で
ある（井梅他，2006）。質問項目はこれら5つ
の測定領域にそれぞれ7項目ずつ35項目に，
フィラー項目19項目を追加して構成され，回
答方法はそれぞれ，“とてもそう思う”から“全
くそう思わない”までの6件法で回答を得た。
そして平均年齢20.5歳の大学生と社会人，男
性261名，女性305名，合計566名に実施した
ところ，5つの測定領域中，②不安定で希薄な
対人関係と③自己中心性はそれぞれ，「希薄な
対人関係」と「自己中心的な他者操作」再定義
された。また，質問項目は35項目中6項目が除
外され，29項目が採用された。さらに因子構
成の考査妥当性を確認するため，平均年齢20.6
歳の大学生と社会人，男性435名，女性606名，
合計1041名に実施したところ，全ての項目が
想定通りの因子にまとまり，ほぼ単純構造をな
す項目群を形成できた。
　この因子構造が単純化された「青年用対象関
係尺度」（井梅他，2006）と，酒井（2001）の
就学前の母子関係に関する尺度，北村（2001）
の現在の母親との親密性・依存性に関する尺度
を用いて，井梅（2011）は，幼少期および現在
の母親との関係が対象関係に及ぼす影響につい
て検討し，その関連性を見出している。幼少期
の母子関係と対象関係の関連については，「就
学前の安定的な母子関係」では「希薄な対人関
係」，「自己中心的な他者操作」，「見捨てられ不
安」との負の相関が見られ，「就学前の拒否的
な母子関係」と「就学前のアンビバレントな母
子関係」では，対象関係各下位尺度と概ね正の
相関が見られた。また幼少期，および現在の母
子関係が，対象関係にどのように関連している
かを検討したところ，「親和不全」に対しては
「就学前のアンビバレントな母子関係」が正の，
現在の母子関係での「親密性」が負の影響を及
ぼし，「就学前の安定的な母子関係」と「就学
前の拒否的な母子関係」は，現在の「親密性」
を介して影響していることが示された。「希薄
な対人関係」では，現在の母子関係での「親密
性」からの負の影響が認められ，「就学前の安
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定的な母子関係」と「就学前の拒否的な母子関
係」については，現在の「親密性」を介して影
響していることが認められた。一方，「自己中
心的な他者操作」に対しては，「就学前の安定
的な母子関係」からは正の「就学前のアンビバ
レントな母子関係」からは負の直接的な影響の
みが見られた。「一体性の過剰希求」について
は，「就学前の安定的な母子関係」からは負の，
「就学前のアンビバレントな母子関係からは正
の影響が見られた。「見捨てられ不安」につい
ては「就学前のアンビバレントな母子関係」と
現在の「過剰な依存」が正の，現在の「親密性」
が負の影響を及ぼし，「就学前の安定的な母子
関係」と「就学前の拒否的な母子関係」につい
ては，現在の「親密性」を介して影響している
ことが示された。

第4節　自尊感情
　近年，日本の若者の自尊感情が他国と比べて
低いことが指摘されている。内閣府（2007）の
調査では，自分に自信があるという項目につい
て，「あてはまる」8.7％と「まああてはまる」
29.8％で肯定的な回答が38.5％，「あまりあて
はまらない」40.2％と「あてはまらない」21.3％
で否定的な回答が61.5％であった。
　Rosenberg（1965）は自尊感情を自己に対し
て肯定的，あるいは否定的な態度と定義してお
り，遠藤（2013）は自尊感情の定義は研究者に
よって異なる面があるとはいえ，自分自身に対
する全体的評価感情の肯定性，すなわち自分自
身を基本的に良い人間，価値ある存在だと感じ
ている点でおおよそ共通すると述べている。こ
の自尊感情については，Rosenberg（1965）に
よって測定尺度が開発されて以来，数多くの研
究が積み重ねられてきた。Rosenberg（1965）
の自尊心尺度は，あらゆる場面でもっとも広く
頻繁に使用されており，全般的な自尊感情を適
切に測定するために重要な表現をもつ項目が多
く含まれていると考えられる。例えば，この尺
度を利用した様々な先行研究から，人の望まし
いとされる特徴と高い自尊感情が結びついてい

るという結果が報告されている。無藤ら（2004）
によると，自尊感情が高い場合には，ストレス
が低く情緒的に安定し，困難に直面してもあき
らめず，積極的に対処しようとし，達成へ強い
動機付けをもち，人に対する緊張が低く周囲の
人々から好意的に評価されるという。このこと
から自尊感情は，日常生活における幅広い快感
情や，行動における望ましい特徴と関連してお
り，個人の幸福感や生活の質の重要な指標の一
つであるといえる。
　また，小塩他（2014）はRosenbergの自尊感
情尺度の平均値に注目し，自尊感情の年齢段階
による差を得た。その結果，大学生に比べて成
人や高齢者は自尊感情の平均値が高い傾向にあ
り，中高生は低い傾向にあることが明らかにな
り，おおよそ思春期の自尊感情の低下と成人期
以降の上昇が日本においても認められることを
明らかにした。
　また幼少期における親の養育態度と自尊感情
に関連が見られることも，多くの研究で報告さ
れている。吉田・野島（2021）は日本的親の養
育態度が子どもの自尊心感情にどう影響を及ぼ
すかについて研究し，他者と比較するような親
の養育態度は内的作業モデルとしての愛着スタ
イルにおける「見捨てられ不安」および「親密
性回避」を高め，自尊心を低下させること，謙
遜的養育態度には愛着スタイルにおける「見捨
てられ不安」のみを高め，自尊心を低下させる
ことを明らかにした。今野・吉川（2017）は幼
少期に安定した愛着を形成することが自尊感情
を高めることに影響することを明らかにした。
　これらの先行研究から，幼少期の母子関係が
対象関係と自尊心に影響を与えていることが研
究されている一方で，成人女性の未婚と成婚を
対象としている研究はあまり見られない。

第II章　目的と仮説

第1節　目的
　本研究では，成婚を希望して婚活をしている
未婚女性の成婚に至らない心理的要因について
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分析し，未婚女性が成婚に至るために足りてい
ないスキルがあれば，それらについて検討す
る。これにより，婚活をしている未婚女性が婚
活のどういった点に困難を感じているのかが明
らかになり，どういう働きかけが成婚に繋がる
か，成婚するための支援方法の明確化につなが
ると考える。そのため，本研究では婚活をせず
に成婚をした女性と成婚を希望して婚活をして
いる未婚女性を対象とし，比較検討する。

第2節　仮説
　先行研究を踏まえ，本研究では次の仮説を立
てる。
仮説1：未婚女性は成婚女性よりも幼少期の母
子関係が良好でなく，そのことが本人の対人ス
キルに影響を与え，結婚できないとうことに影
響を及ぼしている。
　酒井（2001）の研究では，青年期の母親と恋
人への愛着スタイルは就学前の母子関係から類
似した形で影響を受けていると考えられる。こ
のことから，婚活している未婚女性よりも，婚
活をせずに成婚した女性の方が幼少期の母子関
係が安定していることが推察される。
仮説2：未婚女性は成婚女性よりも自尊心が低い。
　自尊感情は，日常生活における幅広い快感情
や，行動における望ましい特徴と関連してお
り，個人の幸福感や生活の質の重要な指標の一
つであるといえる。また，今野・吉川（2016）
は幼少期に安定した愛着を形成することが自尊

感情を高めることに影響することを明らかにし
ている。このことから，婚活している未婚女性
よりも，婚活をせずに成婚した女性の方が自尊
心が高いことが推察される。

第Ⅲ章　方　法

第1節　対象者
　調査対象者は24～ 49歳の女性とし，未婚女
性115名と成婚女性250名，合計365名の協力
を得た。このうち未婚女性で結婚経験あり，成
婚女性で婚活経験ありと答えた女性や記入漏れの
あったデータを除外したのち，最終的に未婚女性
103名と成婚女性176名，合計279名を有効回
答者とした。年齢の内訳は以下，表1に示す。

第2節　調査手続き
　2022年の7月上旬から9月下旬に，未婚女性は
婚活サービスを提供している事業者，成婚女性は
母親対象のビジネスを展開している事業者を中心
にオンラインアンケートを依頼した。また個人に
はSNSを用いて，直接オンラインアンケート
のURLとQRコードを送付し，回答を得た。
尚，本研究は東京国際大学の学術研究倫理審査
委員会で承認番号225606を得て，実施された。

第3節　調査内容
A．質問紙構成

　構成は以下，表2に示す。
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表1　年齢の内訳

表2　質問紙の構成



̶ 45 ̶

結婚を希望しながら成婚に至らない成人女性　―心理的要因に着目して―

B．項目内容
　（1）フェイスシート
　オンラインアンケートは未婚女性と成婚女性
それぞれにGoogle Formを作成した。年齢など
を含むフェイスシートと3尺度によって構成し
た。フェイスシートでは，未婚女性に年齢，居
住地，職業，年収，同居家族の人数，同居家
族，結婚経験，婚活の活動年数，婚活費用，婚

活サービスを尋ねた。成婚女性には，年齢，居
住地，職業，年収，同居家族の人数，同居家
族，婚活経験，婚活の活動年数，婚活費用，婚
活サービス，現在の婚姻状況，結婚経験，結婚
相手と出会った経緯，結婚相手と出会ってから
入籍するまでの年月，結婚相手との結婚年数を
尋ねた。オンラインアンケートではフェイス
シートの後に以下の3尺度が使用された。以
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表3　未婚女性のフェイスシート項目

表4　成婚女性のフェイスシート項目
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下，フェイスシートの回答項目を未婚女性（表
3）と成婚女性（表4）に示す。
　（2）幼少期の母子関係に関する尺度
　幼少期の母子関係を測定する尺度として，酒
井（2001）により幼少期の母子関係に関する尺
度が作成されている。本尺度は，青柳・酒井
（1997）が翻訳したAinsworth et al.（1978）のア
タッチメントスタイルの型である安定型・回避
型・アンビバレント型の3因子を想定した9項
目に酒井（2001）が新たな項目を加えて作成さ
れた。①「就学前の安定的な母子関係」因子は
就学前の良好な母子関係を反映する項目，②「就
学前の拒否的な母子関係」因子は，母親の無関
心さや拒否の内容を反映した項目，③「就学前
のアンビバレントな母子関係」因子は母親への
依存的傾向を反映した項目てであると考えられ
ている（酒井，2001）。いずれも「非常によく
あてはまる」～「全くあてはまらない」の6件
法で回答を回収した。調査対象者には小学校入
学以前，すなわち0～ 6歳の母親と自分との関
係を回想して回答してもらった。
　（3）青年期用対象関係尺度
　井梅ら（2006）によって作成された青年期用
対象関係尺度を使用した。5つの因子，計29項
目で構成され，①「親和不全」因子は対人的な
やりとりにおいて，自ら壁を作り，緊張して打
ち解けられない。また，深くつきあうことに恐
れがあることを指す。②「不安定で希薄な対人
関係」因子は他者に対する評価が安定せず，相
互理解やサポートの授受など実質的な中身を伴
う対人交流ができなことを指す。③「自己中心
的な他者操作」因子は自分が優れているという
独善的な思いがあり，自分のために他者が動い
てくれることを当然と考える。また自分の欲求
を実現するために他者を操作的に利用しようと
することを指す。④「一体性の過剰希求」因子
は他者との心理的距離が過度に近く，自分の要
求や行動が相手と100％共有されるはずだと思
い，そのような相手を求めることを指す。⑤
「見捨てられ不安」因子は親しい人から拒絶さ
れ，取り残されることに対する恐れが強く，相

手の反応に過敏であることを指す。「とてもそ
う思う」～「全くそう思わない」の6件法で回
答を回収した。
　（4）自尊感情尺度
　山本・松井・山成（1982）が10項目からな
るRosenberg（1965）のSelf Esteem Scaleの邦
訳したものを使用した。「少なくとも人並みに
は価値のある人間である」や「だいたいにおい
て自分に満足している」等の項目からなる5項
目と，「敗北者だと思う」や「自分には自慢で
きるところがあまりない」等の項目からなる逆
転項目5項目から構成されている。「あてはま
る」から「あてはまらない」の5件法で回答を
回収した。

第Ⅳ章　結　果

　本論文においての統計的な手法を用いた分析
については，IBM SPSS Ver.28を用いた。尚，
得点を算出する都合上，青年期用対象関係尺度
と自尊感情尺度のそれぞれ5項目において逆転
項目処理を施した。尺度の因子が先行研究と同
じかを確認するため，確認的因子分析を行っ
た。そして，未婚女性，成人女性の各下位尺度
得点との相関係数を算出して比較した。未婚女
性と成婚女性間の分析では，結婚の有無と年齢
の2要因の分散分析を行い主効果および相互作
用を検討した。

第1節　未婚女性と成婚女性の比較
A．属性

　フェイスシートで回答された項目に基づいた
未婚女性の内訳は以下の通りである（表5）。
　②年齢においては，25～ 29歳が3％（3名），
30～ 34歳が11％（11名），35～ 39歳が16％（16
名），40～ 44歳が38％（39名），45～ 49歳が
33％（34名）であった。③職業においては，
常勤が70％（72名），非常勤が12％（12名），
自営業が10％（10名），パート・アルバイトが
5％（5名），無職が3％（3名）であった。④年
収においては，800万以上が5％（5名），600万
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円以上800万円未満が8％（8名），400万円以
上600万円未満が44％（45名），200万円以上
400万円未満が30％（31名），200万未満が9％（9
名），わからないが2％（2名），答えたくない
が3％（3名）であった。⑤同居家族の人数に
おいては，一人暮らしが69％（57名），2人が
67％（14名），3人が19％（20名），4人が6％（6
名），5人以上が4％（4名）であった。⑥同居
のご家族においては，同居の家族はいないが
57％（59名），父親&母親が16％（16名），父
親&母親&兄弟姉妹が5％（5名），父親&兄弟
姉妹が3％（3名），母親のみが7％（7名），母
親&兄弟姉妹が2％（2名），父親母親＆祖父母
が1％（1名），母親&祖父母が1％（1名），兄
弟姉妹が2％（2名），父親&母親&兄弟姉妹&

祖父母が2％（2名），父親&母親&兄弟姉妹&

その他が1名：1％（1名），その他が5％（5名）
であった。⑦婚活の活動年数においては，1年

未満が23％（24名），1年以上3年未満が17％
（18名），3年以上5年未満が19％（20名），5年
以上7年未満が16％（16名），7年以上10年未
満が11％（11名），10年以上が14％（14名）
であった。⑧婚活費用においては，0～ 50万
が65％（67名），101 ～ 150万が5％（5名），
151～ 200万が3％（3名），201～ 300万が3％（3
名），300万以上が9％（9名）であった。⑨利
用した婚活サービスにおいては，結婚相談所・
オンライン結婚相談所：48％（49名），婚活サ
イト・マッチングアプリ：80％（82名），婚活
パーティー：67％（69名），婚活イベント（民
間）：48％（49名），婚活イベント（自治体）：
21％（22名），婚活バー・相席居酒屋：23％（24
名），その他：10％（10名）であった。
　フェイスシートで回答された項目に基づいた
成婚女性の内訳は以下の通りである（表6）。
　②年齢においては，25～ 29歳が6％（11名），
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表5　未婚女性の属性
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30～ 34歳が25％（44名），35～ 39歳が36％（63
名），40～ 44歳が24％（42名），45～ 49歳が9％
（16名）と20代が一番少なかった。③職業にお
いては，常勤が53％（93名），非常勤が4％（7
名），自営業が9％（15名），パート・アルバイ
トが12％（23名），無職が19％（33名）であっ
た。④年収においては，800万以上が6％（10
名），600万円以上800万円未満が9％（16名），
400万円以上600万円未満が24％（42名），200
万円以上400万円未満：が21％（37名），200
万未満が27％（47名），わからないが3％（5名），
答えたくないが7％（12名）であった。⑤同居
家族の人数においては，2人が5％（8名），3人

が45％（79名），4人が40％（69名），5人以上
が10％（20名）であった。⑥同居のご家族に
おいては，夫&お子様が77％（136名），夫の
みが14％（25名），お子さまのみが5％（9名），
その他が1％（2名），夫&お子様&自分もしく
は夫の母親が1％（2名），夫&お子様&自分も
しくは夫の父親が0.5％（1名），お子様&その
他1名が0.5％（1名）であった。⑦現在の婚姻
状況においては，継続中が99.5％（175名），離
婚が0.5％（1名）であった。⑧結婚経験におい
ては，初婚が95％（168名），離婚経験が1度あ
るが5％（8名）であった。⑨結婚相手と出会っ
た経緯においては，仕事や職場つながりが
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33％（58名），学生時代や学校つながりが27％
（47名），友人の紹介が20％（35名），趣味や習
い事つながりが11％（11名），親族の紹介が
0.5％（1名），その他が14％（24名）であった。
　⑩結婚相手と出会って入籍するまでの年月に
おいては，半年未満が3％（5名），半年以上1
年未満が7％（13名），1年以上3年未満が32％
（56名），3年以上5年未満が18％（32名），5年
以上7年未満が20％（35名），7年以上9年未満
が14％（25名），10年以上が0％（18名）であっ
た。⑪結婚相手との結婚年数においては，半年
未満が0.5％（1名），半年以上1年未満が0.5％
（1名），1年以上3年未満が7％（13名），3年以
上5年未満が20％（35名），5年以上7年未満が
22％，7年以上9年未満が23％（40名），10年
以上が26％（46名）であった。

B．結婚の有無/年齢の2要因の分散分析
　就学前の安定的な母子関係における結婚の有
無と年齢を要因とした2要因の分散分析（表7）
を行ったところ，結婚の有無の主効果［F(1, 

269) = 8.550, p < .05］が得られ，成婚女性の方
が未婚女性よりも就学前の安定的な母子関係の
値が有意に高いことが分かった。同様に，年齢
の主効果［F(4, 269) = 3.758, p < .05］も得られ

たので，Tukey HSDの多重比較を行ったとこ
ろ，45 ～ 49歳 は30 ～ 34歳，35 ～ 39歳，40
～ 44歳と比較して値が有意に低いことが分
かった。
　就学前の拒否な母子関係における結婚の有無
と年齢を要因とした2要因の分散分析（表8）
を行ったところ，結婚の有無の主効果［F(1, 

269) = .11, n.s.; 年齢 F(4, 269) = 3.00, n.s.］は
有意ではなかったが，年齢の主効果［F(4, 269) 

= 2.909, p < .05］は得られたので，Tukey HSDの
多重比較を行ったところ，45～ 49歳は30～ 34
歳と比較して値が有意に高いことが分かった。
　アンビバレントな母子関係における結婚の有
無と年齢を要因とした2要因の分散分析を行っ
たところ，いずれの主効果［F(1, 269) = .411, 

n.s.; 年齢 F(4, 269) = 1.673, n.s.］も有意ではな
かった。
　親和不全における結婚の有無と年齢を要因と
した2要因の分散分析を行ったところ，いずれ
の主効果［F(1, 269) = 1.090, n.s.; 年齢 F(4, 

269) = 2.034, n.s.］も有意ではなかった。
　希薄な対人関係における結婚の有無と年齢を
要因とした2要因の分散分析（表9）を行った
ところ，結婚の有無の主効果［F(1, 269) = 

7.552, p < .05］が得られ，未婚女性の方が成婚
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表7　就学前の安定的な母子関係

表8　就学前の拒否的な母子関係
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女性よりも希薄な対人関係の値が有意に高いこ
とが分かった。年齢の主効果［F(4, 269) = 

1.498, p < .05］は有意ではなかった。
　自己中心的な他者操作における結婚の有無と
年齢を要因とした2要因の分散分析を行ったと
ころ，いずれの主効果［F(1, 269) = .003, n.s.; 年
齢 F(4, 269) = .116, n.s.］も有意ではなかった。
　一体性の過剰希求における結婚の有無と年齢
を要因とした2要因の分散分析を行ったところ，
いずれの主効果［F(1, 269) = 2.809, n.s.; 年齢 

F(4, 269) = 1.527, n.s.］も有意ではなかった。
　見捨てられ不安における結婚の有無と年齢を
要因とした2要因の分散分析を行ったところ，
いずれの主効果［F(1, 269) = .647, n.s.; 年齢 

F(4, 269) = 2.255, n.s.］も有意ではなかった。

　自尊感情における結婚の有無と年齢を要因と
した2要因の分散分析を行ったところ，いずれ
の主効果［F(1, 269) = 3.351, n.s.; 年齢 F(4, 

269) = .914, n.s.］も有意ではなかった。

第2節　尺度の構成
A．幼少期の母子関係に関する尺度

　幼少期の母子関係に関する16項目について，
どのような下位尺度によって構成されるのか探
るため因子分析（最尤法・プロマックス回転）
を行なった。その結果，先行研究と同様の因子
のまとまりが見られたことから，酒井（2001）
の3因子を採用した。質問項目6については十
分に高い因子負荷量が認められなかったため，
分析から省いた。表10に項目と因子負荷量を
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表9　希薄な対人関係

表10　就学前の母子関係に関する項目の因子分析結果（主因子法．Varimax回転）
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表す。
　第1因子は「母親と遊ぶのが楽しかった」 
（.842），「私は母親のそばでは安心感があった」
（.798），「「私は母親を好きだった」（.761）など
安定的な母子関係に関連した項目の負荷量が高
いので「就学前の安定的な母子関係（6項目）」
と解釈した。
　第2因子は「私が泣いていても，母親は関心
がなかった」（.765），「私は母親の愛情がうす
いと思ったことがあった」（.746），「いつか見
捨てられるのではないかと思った」（.732）な
ど拒否的な母子関係に関連した項目の負荷量が
高いので「就学前の拒否的な母子関係（6項目）」
と解釈した。
　第3因子は「母親がそばにいないと，夜眠れ
なかった」（.839），「親戚の家に遊びに行って
も，親がいないとこわかった」（.663），「幼稚
園（保育園）に行っても，母親を思い出してずっ
と泣いていたことがあった」（.592）などアン
ビバレントな母子関係に関連した項目の負荷量
が高いので「就学前のアンビバレントな母子関
係（6項目）」と解釈した。
　因子ごとに尺度得点を計算し，Cronbachの
係数を算出したところ，「就学前の安定的な
母子関係」の信頼係数は .871（平均25.17，
SD 6.45），「就学前の拒否的な母子関係」は
で .838（平均11.85，SD 5.45），「就学前のアン
ビバレントな母子関係」は .655（平均12.44，
SD 4.13）とすべての因子において十分に高い
内的整合性が認められた。

B．青年期用対象関係尺度
　青年期用対象関係に関する29項目について，
どのような解釈度によって構成されるのか探る
ため因子分析（主因子法・バリマックス回転）
を行なった。その結果，先行研究と同様の因子
のまとまりが見られたことから，井梅ら（2006）
の5因子を採用した。表11に項目と因子負荷
量を表す。

C．自尊感情尺度
　自尊感情に関する10項目について，どのよう
な解釈度によって構成されるのか探るため因子
分析（主因子法）を行なった。その結果，先行
研究（山本・松井・山成，1982）と同様の因子
のまとまりが見られたことから，山本・松井・
山成（1982））の1因子を採用した。表12に項
目と因子負荷量を表す。因子の信頼係数
は .561，Mは27.5197，SDは4.52000であり，十
分に高い内的整合性が認められた。

D．上記3つの尺度の関連性
　幼少期の母子関係，対象関係，および自尊心
の各下位尺度得点との相関係数を算出した。ピ
アアソンの相関係数における分析の結果を以
下，未婚女性（表13）と成婚女性（表14）に
示す。
　（1）未婚女性
　幼少期の母子関係と対象関係の関連について
は，「幼少期安定」では，「希薄な対人関係」（r 

= –.406，p < .01）と有意な負の相関関係が見
られた。「幼少期拒否」」では，「見捨てられ不
安」（r = .449，p < .01），「希薄な対人関係」（r 

= .408，p < .01），「親和不全」（r = .391，p < 

.01）と有意な正の相関関係が見られた。「幼少
期両価」では，「一体性の過剰希求」（r = .324，
p < .01），「自己中心的な他者操作」（r = .260，
p < .01），「親和不全」（r = .198，p < .01），「見
捨てられ不安」（r = .238，p < .05）と有意な正
の相関関係が見られた。
　幼少期の母子関係と自尊心の関連について
は，「幼少期安定」では，「自尊心」（r = .233，
p < .01）と有意な正の相関関係が見られた。「幼
少期拒否」」では，「自尊心」（r = –.311，p < 

.01）と有意な負の相関関係が見られた。
　自尊心と対象関係の関連については，「親和
不全」（r = –.428，p < .01），「希薄な対人関係」
（r = –.560，p < .01），「見捨てられ不安」（r = 

–.523，p < .01）と有意な負の相関関係が見ら
れた。

̶  17  ̶
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表11　青年期用対象関係に関する項目の因子分析結果（最尤法．プロマックス回転）

表12　自尊感情に関する項目の因子分析結果（主因子法）
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　（2）成婚女性
　幼少期の母子関係と対象関係の関連について
は，「幼少期安定」では，「希薄な対人関係」（r 

= –.374，p < .01），「親和不全」（r = –.333，p < 

.01），「見捨てられ不安」（r = –.217，p < .01）
と有意な負の相関関係が見られた。「幼少期拒
否」」では，「見捨てられ不安」（r = .446，p < 

.01），「希薄な対人関係」（r = .420，p < .01），
「親和不全」（r = .414，p < .01），「一体性の過
剰希求」（r = .165，p < .05）と有意な正の相関
関係が見られた。「幼少期両価」では，「一体性
の過剰希求」（r = .291，p < .01），「見捨てられ

不安」（r = .156，p < .05）と有意な正の相関関
係が見られた。
　幼少期の母子関係と自尊心の関連について
は，「幼少期安定」では，「自尊心」（r = .318，
p < .01）と有意な正の相関関係が見られた。「幼
少期拒否」」てでは，「自尊心」（r = –.333，p < 

.01）と有意な負の相関関係が見られた。
　自尊心と対象関係の関連については，「親和不
全」（r = –.588，p < .01），「希薄な対人関係」（r 

= –.475，p < .01），「見捨てられ不安」（r = –.442，
p < .01），「一体性の過剰希求」（r = –.164，p < 

.05），と有意な負の相関関係が見られた。

̶  19  ̶

表13　未婚女性の基本統計量と相関行列

表14　成婚女性の基本統計量と相関行列
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第V章　考　察

第1節　未婚女性と成婚女性の比較
A．属性
　統計的に有意差があるかどうかは検定してい
ないので分からないが，属性で得られたデータ
を未婚女性と成婚女性で比較検討し，以下に考
察する。
　②年齢においては，成婚女性は30代が61％
（107名），40代が33％（58名）と30代が一番
多いのに比べて，未婚女性は30代が27％（27
名），40代が71％（73名）と40代が一番多くなっ
た。成婚女性のデータに30代が一番多い主な
要因に成婚女性のアンケートは幼児教育サービ
スを提供している業者に依頼したことが考えら
れる。厚生労働省の人口動態調査（2021）によ
ると第1子出生時の母の平均年齢は2015年から
2020年までずっと横ばいで30.7歳のため，そ
の年齢で出産し，現在幼児を育てている30代
の女性が多くなったと考えられる。未婚女性で
40代が多くなった主な要因は，筆者の友人に
SNSを通してアンケートを呼びかけたため，筆
者と同世代である40代が多くなったと考えら
れる。
　③職業においては，常勤は未婚女性は70％
（72名），成婚女性は53％（93名）と成婚女性
の方が17％低く，パート・アルバイトは未婚
女性は5％（5名），成婚女性は12％（23名）と
成婚女性の方が7％高く，無職も未婚女性は
3％（3名），成婚女性は19％（33名）と成婚女
性の方が16％高くなった。これは成婚，妊娠，
出産，育児等で常勤職を離れ，パートやアルバ
イトという形態を選択する女性が一定数いるこ
とが推察される。
　④年収においては，未婚女性が800万以上は
5％（5名），600万円以上800万円未満は8％（8
名），成婚女性は800万以上が6％（10名），600
万円以上800万円未満は9％（16名）と年収
600万以上では差はほとんど見られなかった
が，未婚女性が400万円以上600万円未満は

44％（45名）なのに対し，成婚女性は400万円
以上600万円未満が24％（42名）と約半分になっ
ている。また，200万円以上400万円未満は未
婚女性が30％（31名），成婚女性が21％（37名）
と約10％低く，200万未満は未婚女性が9％（9
名），成婚女性が27％（47名）と成婚女性は未
婚女性に比べて3倍となった。これは③職業で
上述した通り，成婚，妊娠，出産，育児等で常
勤職を離れ，パートやアルバイトという形態を
選択したことで，成婚女性は未婚女性よりも年
収が下がったことが考えられる。また，答えた
くないと回答した成婚女性が7％（12名）と未
婚女性の3％（3名）に比べて約2倍いた。成婚
したことで年収は個人の情報から家族の世帯年
収に関わる情報になったことから，回答を控え
た可能性が考えられる。
　⑤同居家族の人数においては，未婚女性は一
人暮らし69％（57名）が一番多く，約7割が親
など家族から離れて一人で暮らしていることが
明らかになった。成婚女性は3人が45％（79
名），4人が40％（69名）と85％が結婚相手や
子どもなどの家族と共に暮らしていることが明
らかになった。
　⑥同居のご家族においては，未婚女性は上述
の通り，約7割が一人で暮らしているが，残り
3割は父親&母親が16％（16名），母親のみが
7％（7名），父親&母親&兄弟姉妹が5％（5名），
父親&兄弟姉妹が3％（3名）であった。成婚
女性が夫&お子様が77％（136名），夫のみが
14％（25名），お子さまのみが5％（9名）と，
約8割の成婚女性が結婚相手と子どもと住んで
いる核家族であることが明らかになった。

B．結婚の有無/年齢の2要因の分散分析
　（1）就学前の安定的な母子関係
　就学前の安定的な母子関係における結婚の有
無と年齢を要因とした2要因の分散分析を行っ
たところ，結婚の有無の主効果が得られ，成婚
女性の方が未婚女性よりも就学前の安定的な母
子関係の値が有意に高いことが明らかになっ
た。これにより，未婚女性は成婚女性よりも幼

̶  20  ̶



̶ 55 ̶

結婚を希望しながら成婚に至らない成人女性　―心理的要因に着目して―

少期の母子関係が安定していないという本研究
の仮説1が支持される結果となった。
　実際に成婚女性に対するフェイスシートアン
ケートによると，結婚相手と出会った経緯は仕
事や職場つながりが33％（58名），学生時代や
学校つながりが27％（47名），友人の紹介が
20％（35名），趣味や習い事つながりが6％（11
名）と約9割になり，婚活をせずに成婚した女
性は，日常における人間関係のつながりで現在
の結婚相手と出会っていることがわかる。ま
た，結婚相手と出会ってから入籍するまでの年
月は，1年以上3年未満が32％（56名），3年以
上5年未満が18％（32名），5年以上7年未満が
20％（35名），7年以上9年未満が14％（25名），
10年以上が6％（10名）になり，約9割の成婚
女性が結婚相手と出会ってから1年以上の交際
を経て結婚していることが分かる。つまり，幼
少期に母親と安定した関係であった女性は成人
した後に婚活をしなくても，仕事や職場，学生
時代や学校のつながり，友人の紹介など日常の
人間関係の中で現在の結婚相手と出会い，1年
以上の交際を経てその相手との結婚に至ってい
るのである。これらのことから，幼少期の母子
関係が安定していると，日常の対人関係も継続
的に安定した関係性を築けると言える。先行研
究の通り，幼少期に母親との二者関係を基盤と
して確立された愛着スタイルは，IWMを介在
要因として，成人期の対人関係に影響を与えて
いることが明らかになった。
　就学前の安定的な母子関係では同様に，年齢
の主効果も得られたので，Tukey HSDの多重
比較を行ったところ，45～ 49歳は30～ 34歳，
35～ 39歳，40～ 44歳と比較して値が有意に
低いことが分かった。結婚の有無に関わらず，
30～ 44歳女性と比べて45～ 49歳女性は就学
前の安定的な母子関係の値が有意に低いのはな
ぜか。就学前の安定的な母子関係を測る質問項
目には「私は母親のそばでは安心感があった」
「母親と遊ぶのが楽しかった」「私は親と出かけ
るのがうれしかった」「私は母親を好きだった」
「私はよく母親に褒められた」「私は母親が何を

していても，それに関心がなかった」の6項目
である。30～ 44歳女性と比べて45～ 49歳女
性は母親と安定的な関係を築けなかったのであ
ろうか。今現在45～ 49歳女性が就学前の年齢
である0～ 5歳であったのは，1974年から1983
年である。吉川弘文館（2008）によると，この
時代の社会の特徴として，都市化，産業化が進
んだことで消費を楽しむ消費社会になり，現在
45～ 49歳女性が生まれた頃は，物に溢れた物
質的に豊かな社会であった。そんな中，1970
年と1979年には二度のオイルショックにより，
1980年からは石油エネルギーを使わない機械
の技術開発が進み，パソコンやファミコンなど
高性能で便利な機械が次々と普及した。また，
高度経済成長を経て雇用労働化が進んだことで
「男は仕事，女は家庭」という性別役割分業観
が根付いたという特徴が挙げられる。厚生労働
白書（2022）によると，1980年の雇用者の共
働き世帯は614万世帯に対し，男性雇用者と無
業の妻からなる世帯は1,114万世帯で約2倍で
ある。この共働き世帯の推移は，1991年には
共働き世帯914万世帯，男性雇用者と無業の妻
からなる世帯903万世帯と逆転し，その後，そ
の差は開き続け，2021年最新のデータでは共
働き世帯1,247万世帯，男性雇用者と無業の妻
からなる世帯566万世帯と差は広がる一方であ
る。このような社会背景から，現在45～ 49歳
女性が幼少期であった頃，その母親の約3分の
2は専業主婦であったことが分かる。専業主婦
である母親に子どもの養育責任を一任される父
親不在の育児状況が続き，さらに核家族で周り
に頼れず孤独な子育てに悩んだことで，子ども
と安定した関係を築くことが困難であったので
はないだろうか。柏木（1981）は，専業主婦の
子育てに対する意識調査で，子どもがいること
により「やりたいことができなくてあせる」，
「関心や時間がとられて視野が狭くなる」，「育
児ノイローゼが共感できる」などの育児や子ど
もに対する否定的消極的意識が高いことを明ら
かにしている。この調査から，専業主婦は子ど
もを可愛いと感じてはいるが，結婚や育児と引
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き換えにしたものは大きいものであったと感じ
ていることが分かる。
　就学前の母子関係は母親が専業主婦か共働き
かに影響を受けるのであろうか。さらなる検
証，考察が必要である。
　（2）就学前の拒否的な母子関係
　就学前の拒否的な母子関係における結婚の有
無と年齢を要因とした2要因の分散分析行った
ところ，結婚の有無の主効果は有意ではなかっ
たが，年齢の主効果は得られたので，Tukey 

HSDの多重比較を行ったところ，45～ 49歳は
30～ 34歳と比較して値が有意に高いことが分
かった。
　上述した通り，45～ 49歳女性の就学前の安
定的な母子関係の値は，30～ 44歳女性と比べ
てが有意に低いことが既に明らかになってい
る。さらにこの分析では，45～ 49歳女性は就
学前の拒否的な母子関係の値が30～ 34歳女性
と比べてが有意に高いことが明らかになった。
　結婚の有無に関わらず，30～ 34歳女性と比
べて45～ 49歳女性は就学前の拒否的な母子関
係の値が有意に高いのはなぜか。就学前の拒否
的な母子関係を測る質問項目には「私は母親の
愛情がうすいと思ったことがあった」「いつか
見捨てられるのではないかと思った」「助けて
欲しいときに母親は助けてくれないことがあっ
た」「私が泣いていても，母親は関心がなかっ
た」「私は同じことをしても怒られたり，怒ら
れなかったりした」の5項目である。30～ 34

歳女性と比べて45～ 49歳女性は有意に母親と
拒否的な関係だったのであろうか。
　今現在45～ 49歳女性が就学前の年齢である
0～ 5歳であったのは，1974年から1983年，今
現在30～ 34歳女性が就学前の年齢である0～
5歳であったのは，1989年から1998年である。
この1974年から1983年と1989年から1998年を
比較検討することで30～ 34歳女性と比べて45
～ 49歳女性は就学前の拒否的な母子関係の値
が有意に高い理由が分かるのではないだろう
か。1974年から1983年の社会の特徴は上述し
た通りである。1989年から1998年の社会の特

徴として，1991年にバブルが崩壊，失われた
10年が始まった。1995年には阪神・淡路大震災，
地下鉄サリン事件が起こり，Windows95の発売
でインターネット元年とも言われた。援助交
際，ルーズソックスなど女子高生文化がブーム
になったのもこの頃である。
　また，共働き世帯の推移としては，上述した
通り，1991年に共働き世帯914万世帯，男性雇
用者と無業の妻からなる世帯903万世帯と逆転
し，1998年では共働き世帯956万世帯，男性雇
用者と無業の妻からなる世帯889万世帯と差が
広がっている。30～ 34歳女性と比べて45～
49歳女性は就学前の拒否的な母子関係の値が
有意に高いのは専業主婦が大半であった45～
49歳女性と，共働き世帯と男性雇用者と無業
の妻からなる世帯が半々である30～ 34歳女性
の違いではないだろうか。
　就学前の母子関係尺度（酒井，2001）は調査
対象者には小学校入学以前，すなわち0～ 6歳
の母親と自分との関係を回想して回答しても
らった。そのため，今回の調査年齢のうち，45
～ 49歳女性が最も時間を遡り，自身の幼少期
を回想して回答している。その差は25～ 29歳
女性が19～ 29年前なのに対し，45～ 49歳女
性は39～ 49年で，20年もある。この20年の
差が，自身と母親との幼少期の関係を回想した
時の記憶に影響を与えている可能性も否め
な い。
　（3）希薄な対人関係
　希薄な対人関係における結婚の有無と年齢を
要因とした2要因の分散分析を行ったところ，
結婚の有無の主効果が得られ，未婚女性の方が
成婚女性よりも希薄な対人関係の値が有意に高
いことが分かった。年齢の主効果は有意ではな
かった。成婚女性と比べて，未婚女性の方が希
薄な対人関係の値が有意に高いのはなぜか。
　井梅他（2006）は「希薄な対人関係」を他者
に対する評価が安定せず，相互理解やサポート
の授受など実質的な中身を伴う対人交流ができ
ないと定義している。希薄な対人関係を測る質
問項目は「本当の自分を理解してくれていると
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思える人がいる」，「私には，本当に困った時，
助けてくれると思える人がいる」，「私は親しい
人（家族や恋人，親友など）に自分の欲求を適
切に伝えることができる」，「私は人間関係を大
事にしており，それによって多くのものを得て
いる」，「友人関係は比較的安定している」の5
項目である。これらの項目から，今現在成婚し
ている女性は，結婚相手や子どもと親密な対人
関係を築くことが出来ており，対人関係が希薄
だと感じていない女性が多いことが推察され
る。対して，未婚女性が対人関係を希薄だと感
じる要因として3つが考えられる。1つ目は現
在パートナーがおらず，結婚したいものの未婚
であるという現状が対人関係を希薄だと感じる
要因になっているのではないか。つまり，「本
当の自分を理解してくれていると思える人」，
や「本当に困った時，助けてくれると思える人」
がいないため，現在の対人関係に対し希薄さを
感じている可能性が考えられる。2つ目は元々
対人関係に苦手意識があり，「親しい人（家族
や恋人，親友など）に自分の欲求を適切に伝え
ること」，「人間関係を大事にしており，それに
よって多くのものを得ること」，「友人関係は比
較的安定していること」など，対人関係が上手
くいかないことで，対人関係に対し希薄さを感
じている可能性である。3つ目は，日本社会全
体の人間関係の希薄化も，未婚女性の希薄な対
人関係に影響を与えているのではないだろう
か。厚生労働省（2022）によると，地域では，
形式的な付き合いを望む人が増えてきており，
人間関係が希薄化する中で，孤独・孤立の問題
も顕在化してきているとのデータがある。この
データは「隣近所の人とのつきあい」として望
ましいものとして，以下3つの回答の中から，
①形式的つきあい（会ったときに，あいさつす
る程度のつきあい），②部分的つきあい（あま
り堅苦しくなく話し合えるようなつきあい），
③全面的つきあい（なにかにつけて相談したり，
たすけ合えるようなつき合い）の1つをを選択
するものである。形式的つきあいを望ましいと
回答した人は1973年には15％であったが，

2018年には33％と増加している。対して，全
面的なつきあいを望ましいと回答した人は
1973年には35％であったが，2018年には19％
と減少している。国立社会保障・人口問題研究
所（2021）によると恋愛結婚・見合い結婚の推
移は1935年は見合い結婚が69.0％，恋愛結婚
13.4％と見合い結婚が約7割を占めるのに対
し，1960年代半ばで半々になり，2015年にな
ると見合い結婚が5.3％，恋愛結婚87.9％と見
合い結婚が激減し，約9割が恋愛結婚になって
いる。昔は今と違い，独り身の男女がいると，
職場の上司やご近所，親戚などのお節介なおじ
さんおばさんがお膳立てをして見合いをさせた
ものである。このような日本社会の人間関係の
希薄化は，未婚女性が婚活を行うことにも困難
を生じさせているのではないだろう か。

第2節　3つの尺度の関連性
A．幼少期の母子関係尺度と対象関係尺度
　先行研究である井梅（2011）の研究では，「幼
少期の安定した母子関係」については「希薄な
対人関係」，「自己中心的な他者操作」，「見捨て
られ不安」と負の相関が見られ，「幼少期の拒
否的な母子関係」については，「一体性の過剰
希求」以外の対象関係各下位尺度と正の，「幼
少期のアンビバレントな母子関係」については，
「希薄な対人関係」以外の対象関係各下位尺度
と正の相関が見られた。本研究では「幼少期の
安定した母子関係」については，未婚女性では
「希薄な対人関係」のみ負の，成婚女性では「親
和不全」，「希薄な対人関係」，「見捨てられ不
安」で負の相関が見られた。これらの結果から，
幼少期の母子関係が安定していると，未婚女性
も成婚女性も「希薄な対人関係」は低くなるこ
とがわかった。井梅は「希薄な対人関係」を他
者に対する評価が安定せず，相互理解やサポー
トの授受など実質的な中身を伴う対人交流がで
きないと定義している。幼少期に母親と安定し
た愛着スタイルを確立した女性は，成人後も他
者と希薄ではない，安定して親密な対人関係を
築けると考えられる。
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　さらに興味深いのは，未婚女性が「希薄な対
人関係」のみ低くなるのに対し，成婚女性は「親
和不全」と「見捨てられ不安」も同様に低くな
ることである。なぜ成婚女性のみ，「親和不全」
と「見捨てられ不安」も低くなるのであろうか。
井梅はそれぞれ，「親和不全」を対人的なやり
とりにおいて，自ら壁を作り，緊張して打ち解
けられないまた，深くつきあうことに恐れがあ
る，「見捨てられ不安」を親しい人から拒絶さ
れ，取り残されることに対する恐れが強く，相
手の反応に過敏である，と定義している。幼少
期に安定した母子関係だった成婚女性は，今現
在，結婚相手や子どもと家族を作り，自分自身
や家族を取り巻く周りの人たちと上手く関わり
が取れていると推察できる。それゆえ，安定し
た母子関係である成婚女性のみ「希薄な対人関
係」だけではなく，「親和不全」と「見捨てら
れ不安」の相関も低くなったのではないだろう
か。つまり，結婚したことが要因であると考察
される。
　「幼少期の拒否的な母子関係」については，
未婚女性は「親和不全」，「希薄な対人関係」，
「見捨てられ不安」と正の，成婚女性はそれら
3つの対象関係各下位尺度に加えて，さらに
「一体性の過剰希求」にも弱い正の相関が見ら
れた。なぜ成婚女性のみ，「一体性の過剰希求」
も高くなるのであろうか。井梅は「一体性の過
剰希求」を他者との心理的距離が過度に近く，
自分の要求や行動が相手と100％共有されるは
ずだと思い，そのような相手を求めると定義し
ている。幼少期の母子関係が拒否的であればあ
るほど，成婚女性は未婚女性よりも，結婚相手
に心理的距離が過度に近く，一体性を求めると
考えられる。この「一体性の過剰希求」があっ
たから，日常で結婚相手を強く求め，婚活をせ
ずに成婚できたのであろうか。それとも成婚し
た後，結婚相手や子どもと一緒に生活する中で
「一体性の過剰希求」が高くなったのであろう
か。この2つの可能性が考えられ，さらなる検
討が必要である。
　「幼少期のアンビバレントな母子関係」につ

いては，未婚女性は「親和不全」，「一体性の過
剰希求」，「自己中心的な他者操作」，「見捨てら
れ不安」と正の，成婚女性は「一体性の過剰希
求」と「見捨てられ不安」で正の相関が見られ
た。なぜ未婚女性のみ，「親和不全」と「自己
中心的な他者操作」も高くなったのであろうか。
井梅の「親和不全」の定義については上述した
とおりである。「自己中心的な他者操作」につ
いては，自分が優れているという独善的な思い
があり，自分のために他者が動いてくれること
を当然と当然と考える。また自分の欲求を実現
するために他者を操作的に利用しようとすると
定義している。幼少期の母子関係がアンビバレ
ントであると「親和不全」が高くなることはこ
れまでの結果から十分に考えられる。では，
「自己中心的な他者操作」はどうであろうか。
「自己中心的な他者操作」が相関を示すのは，
幼少期の母子関係がアンビバレントな未婚女性
のみである。幼少期の母子関係がアンビバレン
トな未婚女性は自分が他者と比べて優れている
という独善的な思いがあり，自分のために他者
が動いてくれることを当然と考え，他者を操作
的に利用しようとする傾向があるといえる。婚
活を通してそのような考えが相手に伝わり，婚
活に困難を生じさせ，成婚に至らないのではな
いだろうか。一方で，幼少期の母子関係がアン
ビバレントな成婚女性が「親和不全」と「自己
中心的な他者操作」に相関が見られないのは，
成婚したことで「親和不全」が解消されたこと
と，他者である結婚相手と生活を共にすること
で，他者は自分の思い通りにならないことを学
んだからではないだろうか。また，「自己中心
的な他者操作」は未婚女性も成婚女性も「一体
性の過剰希求」とも正の相関をしめす。自分の
要求や行動を相手と100％共有することを相手
に求めることは，まさに自己中心的であるとい
える。

B．幼少期の母子関係と自尊心の関連
　幼少期の母子関係と自尊心の関連について
は，先行研究通り，未婚女性も成婚女性も「幼
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少期の安定的な母子関係」は「自尊心」と正の
相関係，「幼少期の拒否的な母子関係」では「自
尊心」と負の相関関係，「幼少期のアンビバレ
ントな母子関係」では相関関係は見られなかっ
た。また，自尊感情における結婚の有無と年齢
を要因とした2要因の分散分析でも，いずれの
主効果も有意ではないという結果が出ている。
　これらの結果から，仮説2である「未婚女性
は成婚女性よりも自尊心が低い」は支持されな
かった。つまり，幼少期の母子関係は自尊心に
影響を与えているが，結婚の有無は「自尊心」
に影響を与えていないことが明らかになった。

第3節　総合考察
　本研究は，成婚を希望して婚活をしている未
婚女性の成婚に至らない心理的要因について分
析し，未婚女性が成婚に至るために足りていな
いスキルがあれば，それらについて検討するこ
とを目的とした。本研究の結果として，婚活を
せずに成婚した女性と現在婚活中の未婚女性を
比較したところ，成婚女性は未婚女性よりも
「就学前の安定的な母子関係」の値が有意に高
いことが明らかになった。さらに幼少期に母親
と安定した関係であった成婚女性は，日常の人
間関係の中で現在の結婚相手と出会い，1年以
上の交際を経てその相手との結婚に至っている
ことも属性から明らかになった。一方で幼少期
の母子関係が安定していなかった未婚女性は，
成人後の対人関係に困難が生じ，そのことが原
因で婚活が上手くいかず，成婚できないという
現状に至っていることが推察される。先行研究
の通り，幼少期に母親との二者関係を基盤とし
て確立された愛着スタイルは，IWMを介在要
因として，成人期の対人関係に影響を与えてい
ることが明らかになったといえる。
　また，婚活をせずに成婚した女性に比べて，
現在婚活中の未婚女性の方が「希薄な対人関係」
が有意に高いことが明らかになった。成婚女性
が結婚相手や子どもと親密な関係を築いている
のに対し，未婚女性は現在パートナーがいない
こと，未婚女性をサポートする日本社会全体の

人間関係の希薄化により，「希薄な対人関係」
が高くなったと考えられる。
　自尊感情は成婚女性も未婚女性も有意な差は
見られなかったが，幼少期の母子関係が安定し
ている女性は自尊心と正の相関関係，拒否的な
母子関係では負の相関関係であることが明らか
になった。これにより自尊感情には結婚の有無
は影響を与えず，幼少期の母子関係が影響を与
えていることが明らかになった。
　本研究を通して，幼少期の母子関係が成人後
に婚活をせずに成婚できるか，婚活に困難を生
じるか，つまり，他者と親密な関係を築けるか
どうかに影響を与えていることが明らかになっ
た。ただし，幼少期を今から変える事は不可能
である。自分の現在の対人関係の困難が幼少期
の母子関係から起因していると感じている女性
にはぜひ，全てを母親の責任にする他責な考え
方を変え，主体的に生きる選択をしていただき
たい。そのためには自身の母子関係を振り返
り，母子関係が今の自分にどう影響を与えてい
るのか，今の自分に足りないものは何か，逆に
良いところは何か，自分自身を理解する自己理
解を深めることが重要である。また，積極的に
家族や職場以外のコミュニティに所属し，その
中で信頼できる人間関係の構築，つまり，他者
との親密な関係性の構築を実践で学ぶことも必
要であると考える。婚活を支援する方法として
は，出会いに向けての異性理解などの心理教育
や対人スキル，コミュニケーションスキル，
デートスキルを具体的に教え，サポートしてい
く方法が考えられる。

第Ⅵ章　本研究の限界点と今後の展望

　本研究の限界としては，対象者のデータ数が
少ないため，すべての女性に関して本研究の結
果があてはまると一概に言うことはできない。
また使用した尺度も「幼少期の母子関係」，「青
年期用対象関係尺度」，「自尊感情尺度」と3つ
に限定されているため，多角的な解釈ができて
いるとはいえない。また，未婚女性と比べて
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「希薄な対人関係」が有意に低いなど，成婚女
性で得られた結果が，成婚したことが要因で低
くなったのか，はたまた独身時代から低かった
のかどうかは分からない。さらに，幼少期の母
子関係について，回想法により評定を求めたた
め，解釈には限界があるとはいえる。
　今後の研究としては，母子関係が成婚，未婚
に影響を与えていることが示唆されたため，母
子関係以外の父子関係，そして両親の夫婦関係
など家族関係がどう影響を与えているのか検討
する必要がある。また，尺度の数を増やし，例
えば，日本語版Ten Item Personality Inventory

（TIPI-J）で，外向性，協調性などのパーソナ
リティを測定するなどパーソナリティの特徴が
結婚の有無にどう影響を与えているのか検討す
る必要がある。今後の研究においてこれらの検
討が進められることが望まれる。

お わ り に

　本研究では，婚活をせずに成婚した女性と成
婚を希望して婚活をしている未婚女性を比較検
討し，未婚女性の成婚に至らない心理的要因に
ついて分析した。幼少期の母子関係や対象関
係，自尊感情との関連性の検討はあらゆる研究
で行われているが，成婚女性，未婚女性など結
婚の有無に対象者を絞った研究はあまり見られ
ない。その中で，本研究では結婚の有無と幼少
期の母子関係，対象関係，自尊感情の関連性の
検討を行った。その結果，幼少期の母子関係と
結婚の有無の関連性が確認された。今後も婚活
をせずに成婚した女性と婚活中の未婚女性を比
較検討し，さらなる研究が行われることによ
り，婚活をしている未婚女性が婚活のどういっ
た点に困難を感じているのかが明らかになるだ
ろう。そして，そのことが成婚するための支援
方法を明確化し，婚活支援の場面に活かすこと
ができると考えられるだろう。
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This study explores the psychological factors affecting adult women who desire to marry but 

are unable to do so. Japan's declining birthrate is exacerbated by a significant non-married population. 

Despite various matchmaking services, many women remain non-married. This research compares non-

married women engaged in marriage activities with married women who wed without such efforts, 

aiming to identify psychological barriers to marriage.

The study surveyed 103 non-married women and 176 married women aged 24 to 49. 

Participants provided basic demographic information, and completed three scales: a mother-child 

relationship scale from childhood, an adolescent object relationship scale, and a self-esteem scale. 

Results indicated that poor mother-child relationships in childhood negatively impact adult 

interpersonal relationships and self-esteem. Specifically, women lacking stable childhood attachments 

showed tendencies toward affinity dysfunction and self-centered manipulation in relationships.

Conversely, women with stable mother-child relationships in childhood exhibited more stable 

interpersonal relationships and higher self-esteem. For non-married women desiring marriage, 

improving interpersonal skills and communication abilities is essential. Psychological education and 

targeted support may be effective.

This study provides a foundation for strategies to support non-married women in achieving 

marriage, offering key insights for addressing Japan's declining birthrate.

Key word:  Activities for getting married, non-married women, married woman, a mother-child 

relationship from childhood, object relationship , self-esteem

Abstract

Adult Women who Wish to Marry 
but are Unable to do so
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